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（業務の予定量）

21,200 件

5,036,378 ｍ3

13,798 ｍ3

506,004 千円

（収益的収入及び支出）

第１款 1,171,525 千円

第１項 1,040,101 千円

第２項 131,423 千円

第３項 1 千円

第１款 1,091,964 千円

第１項 1,018,749 千円

第２項 71,984 千円

第３項 231 千円

第４項 1,000 千円

（資本的収入及び支出）

第１款 335,090 千円

第１項 159,300 千円

第２項 15,900 千円

第３項 50,362 千円

第４項 4,620 千円

第５項 104,906 千円

第６項 1 千円

第７項 1 千円

第１款 861,045 千円

第１項 508,274 千円

第２項 352,535 千円

第３項 1 千円

第４項 235 千円国庫補助金返還金

企 業 債

資 本 的 収 入

特 別 損 失

予 備 費

支　　　出

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

営 業 外 費 用

（４）主要な建設改良事業費

営 業 費 用

特 別 利 益

（３）一日平均給水量

議第２２号

令和４年度益田市水道事業会計予算

（総　則）

第１条　令和４年度益田市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（２）年間総給水量

支　　　出

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

営 業 収 益

営 業 外 収 益

収　　　入

国 庫 支 出 金

他 会 計 出 資 金

工 事 負 担 金

水 道 事 業 収 益

基 金 運 用 収 入

（１）給水件数

基 金 積 立 金

に対し不足する額 525,955千円は、消費税資本的収支調整額 35,658千円及び過年度分損益勘
定留保資金 490,297千円で補てんするものとする。）。

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

企 業 債 償 還 金

水 道 事 業 費 用

固定資産売却代金

収　　　入

建 設 改 良 費

資 本 的 支 出

他 会 計 負 担 金
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第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限　度　額

千円 

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）営業費用、営業外費用、特別損失

（２）建設改良費、企業債償還金、基金積立金、国庫補助金返還金

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金

247,966 千円

10 千円

（他会計からの補助金）

第９条　公共料金対策等のため、一般会計等からこの会計へ補助を受ける金額は、29,561千円
である。

（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、15,570千円と定める。

額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の
金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

事　項

起債の目的

159,300

借入先の融資条件によ
る。ただし、財政の都
合により据置期間及び
償還期限を短縮し、も
しくは繰上償還又は低
利債に借換することが
できる。

３．０％以内。
ただし、利率見直し方
式で借入れる資金につ
いて、利率の見直しを
行った後においては当
該見直し後の利率とす
る。

令和４年２月２５日提出

利　率

（１）職員給与費

益　田　市　長　　山　本　浩　章　　

（２）交　際　費

（企業債）

 益田市水道事業量水器検針
 業務委託料

令和5年度から
令和7年度まで

 益田市水道事業量水器検針業務に
 要する額

（債務負担行為）

償　還　の　方　法起債の方法

期　間 限度額

建設改良
事 業 費

証書借入又
は証券発行
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令和４年度

益田市水道事業会計予算に関する説明書
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 水道事業収益 1,171,525

1 営 業 収 益 1,040,101 主たる営業活動から生じる収益

1 給 水 収 益 1,003,580 水道料金及び量水器使用料

2 受 託 工 事 収 益 20,500
給水装置等の受託工事及び修繕工事に
よる収益

3 その他営業収益 16,021 給水収益、受託工事収益以外の収益

2 営 業 外 収 益 131,423 主たる営業活動以外から生じる収益

1 受 取 利 息 及 び
配 当 金

301 預金利息

2 他 会 計 補 助 金 16,200 一般会計等補助金

3 消 費 税 還 付 金 1 消費税還付金

4 長期前受金戻入 114,543
補助金等により取得した償却資産の当年
度減価償却分を収益化したもの

5 雑 収 益 378 営業外収益で発生する雑収益

3 特 別 利 益 1 本年度の経常的収益から除外すべき利益

1 過 年 度 損 益
修 正 益

1
過年度の損益の修正で利益の性質を有
するもの

令和４年度益田市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 目項
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 水道事業費用 1,091,964

1 営 業 費 用 1,018,749 主たる営業活動から生じる費用

1 原水及び浄水費 212,675
取水、浄水、送水設備の維持管理に要す
る費用

2 配 水 費 73,302
配水池、配水管、その他浄水の配水に係
る設備の維持管理に要する費用

3 給 水 費 119,099
給水管及び給水装置並びに附属する量
水器の維持管理に要する費用

4 受 託 工 事 費 22,550
給水装置の新設及び修繕等の受託工事
に要する費用

5 業 務 費 72,992
料金の調定、集金及び検針その他に要す
る費用

6 総 係 費 53,656 事業活動の全般に関する費用

7 減 価 償 却 費 447,413 資産の減価償却に要する費用

8 資 産 減 耗 費 17,060 資産減耗に要する費用

9 その他営業費用 2 その他営業活動上の費用

2 営 業 外 費 用 71,984 主たる営業活動以外から生じる費用

1 支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

48,332 企業債に対する利息

2 消 費 税 23,651 納付消費税

3 雑 支 出 1 その他雑支出

3 特 別 損 失 231 本年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過 年 度 損 益
修 正 損

231
過年度の損益の修正で損失の性質を有
するもの

4 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

目項款
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 収 入 335,090

1 企 業 債 159,300

1 企 業 債 159,300 水道事業債

2 国 庫 支 出 金 15,900

1 国 庫 補 助 金 15,900 水道施設等耐震化事業交付金

3 工 事 負 担 金 50,362

1 工 事 負 担 金 50,362
他工事に伴う移設補償金及び加入者分
担金

4 他 会 計 負 担 金 4,620

1 他 会 計 負 担 金 4,620 消火栓設置等負担金

5 他 会 計 出 資 金 104,906

1 他 会 計 出 資 金 104,906 事業に伴う起債償還元金受入額

6 基 金 運 用 収 入 1

1 基 金 運 用 収 入 1 基金運用利息

7 固定資産売却代金 1

1 固定資産売却代金 1 固定資産売却代金

目

資本的収入及び支出

項款
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 支 出 861,045

1 建 設 改 良 費 508,274

1 配水施設改良費 506,004 配水施設改良等に要する費用

2 営 業 設 備 費 2,270
量水器払出額及び営業に要する機械器
具等の購入費

2 企 業 債 償 還 金 352,535

1 企 業 債 償 還 金 352,535
政府債、地方公共団体金融機構債の償
還元金

3 基 金 積 立 金 1

1 基 金 積 立 金 1 基金運用利息積立金

4 国庫補助金返還金 235

1 国庫補助金返還金 235
国庫補助金に係る消費税分相当額返還
金

款 項 目
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 42,489

　　　減価償却費 447,413

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 71

　　　賞与等引当金の増減額（△は減少） △ 1,033

　　　長期前受金戻入額 △ 114,543

　　　受取利息及び配当金 △ 301

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 48,332

　　　固定資産除却損 17,000

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 15,538

　　　未払金の増減額（△は減少） 11,035

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 6,516

　　　前払金の増減額(△は増加） 6,288

　　　その他流動負債の増減額(△は減少） △ 1

　　　　　小計 434,554

　　　受取利息及び配当金 301

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 48,332

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 386,523

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 474,567

　　　国庫補助金等による収入 59,584

　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 4,620

　　　基金利息による収入 1

　　　基金利息の元本への繰入による支出 △ 1

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 410,363

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 159,300

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 352,535

　　　他会計からの出資による収入 104,906

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 88,329

　　資金増加額 △ 112,169

　　資金期首残高 1,508,444

　　資金期末残高 1,396,275

令和４年度　益田市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位：千円）
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１　総　括 （単位：千円）

職員数

（人） 給　料 手　当 計

(5)

28

(5)

28

( )

（　）内は、会計年度任用職員のうち一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める

職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員（以下「会計年度任用職員」という。）について

外書きしたもの。

区　分 扶 養 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当
特 殊 勤 務
手 当

管理職手当
時間外勤務
手 当

本年度 2,136 2,142 1,824 218 1,644 4,498

前年度 2,688 2,044 1,716 217 1,644 4,477

比　較 △ 552 98 108 1 0 21

区　分 宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

期 末 手 当 勤 勉 手 当
退 職 手 当
負 担 金

備　考

本年度 2,701 21 26,636 19,987 20,069

前年度 2,701 48 26,830 18,844 18,384

比　較 0 △ 27 △ 194 1,143 1,685

会計年度任用職員を含む

給与費明細書

合　計法定福利費

126,834

区　分

前年度

39,256 247,966本年度

7,331

240,63579,593

755

手
当
の
内
訳

202,134

比　較

38,501122,541

4,293

給　与　費

81,876 208,710

2,283 6,576
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２　給料及び手当の増減額の明細

－ %

職員数の異動状況

本年度 33 人 0 人 33 人

前年度 33 人 0 人 33 人

増　減 人 0 人 人

３　給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たり給与

会計年度任用職員を除く

（２）初任給

会計年度任用職員を除く

区分
増減額

　（千円）
増減事由別内訳

　　　　　　　（千円）
説　明 備　　　考

給料

昇給に伴う
増加分

1,541

その他の
増減分

2,752

1.31

会計年度任用職員以外の職員の

平均昇給率

人事異動等
によるもの

期末手当の
支給月数の
改定等によ
るもの

会計年度任用職員を含む

（現に在職する職員数）（その他） （計）

その他の
増減分

4,026
人事異動等
によるもの

手当

0 0

制度改正に
伴う増減分

△ 1,743

会計年度任用職員を含む

職　　　　種

令和4年1月1日現在

平均給料月額 （円） 343,261

平均給与月額 （円） 384,420

平 均 年 齢 （歳） 46.6

令和3年1月1日現在

平均給料月額 （円） 337,993

平均給与月額 （円） 387,934

平 均 年 齢 （歳） 45.8

区　　　分 企業行政職（円）
一般会計の制度

　　行　政　職（円） 　技能労務職（円）

高　校　卒 150,600 150,600 150,600

大　学　卒 171,700 171,700

4,293

2,283

（企 業 行 政 職）
区　　　　　　　　　　　　分
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（３）級別職員数

会計年度任用職員を除く

　（級別の標準的な職務）

会計年度任用職員を除く

区　　　分
企　業　行　政　職

級 職  員  数 （人） 構  成  比 （％）

令和4年1月1日現在

１ 級 1 3.6

２ 級 2 7.1

３ 級 4 14.4

４ 級 9 32.1

５ 級 9 32.1

６ 級 2 7.1

７ 級 1 3.6

計 28 100.0

令和3年1月1日現在

１ 級 1 3.6

２ 級 2 7.1

５ 級

３ 級 5 17.9

４ 級 7 25.0

10 35.7

６ 級 2 7.1

６級 ７級

７ 級 1 3.6

計 28 100.0

区　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

企業行政職

主事若しく
は技師の職
務又はこれ
らに相当す
る職務

副主任主
事、副主任
技師の職務
又はこれら
に相当する
職務

主任主事、
主任技師の
職務又はこ
れらに相当
する職務

係長の職務
又はこれに
相当する職
務
主任の職務

課長補佐の
職務又はこ
れに相当す
る職務
主幹の職務
指導主任の
職務

課長の職
務又はこ
れに相当
する職務

部長の職務
又はこれに
相当する職
務
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（４）昇給

職 　　員 　　数 (Ａ) (人)

昇給に係る職員数 (Ｂ) (人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

比　 　　率　（Ｂ）／ (Ａ) (％)

職 　　員 　　数 (Ａ) (人)

昇給に係る職員数 (Ｂ) (人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

比　 　　率　（Ｂ）／ (Ａ) (％)

会計年度任用職員を除く

区　　　　分 企 業 行 政 職

本
年
度

28

26

号給数内訳

１号給 0

２号給 2

３号給 1

４号給 23

前
年
度

28

24

号給数内訳

１号給 0

2

21

５号給 0

５号給 0

92.9

85.7

２号給

３号給 1

４号給
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（５）特殊勤務手当

(％)

（６）期末手当・勤勉手当

会計年度任用職員を除く

 （　）内は、再任用職員の標準的な支給率

（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

会計年度任用職員を除く

（８）その他の手当

会計年度任用職員を除く

12月（月分） （月分）

企 業 行 政 職

給料総額に対する比率 0.1

支給対象職員の比率
(％) 92.9

(令和4年1月1日現在）

(1.125) (2.25)

代表的な特殊勤務手当の名称

区　分
支給期別支給率 支給率計

危険物取扱手当

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　考
6月（月分）

有
(1.175) (1.175) (2.35)

本年度
2.150 2.150 4.30

有
(1.125)

(1.125) (2.25)

前年度
2.225 2.225 4.45

20年勤続
の者（月分）

25年勤続
の者（月分）

35年勤続
の者（月分）

最高限度

一般会計の制度
2.150 2.150 4.30

有
(1.125)

その他の
加算措置等

備考
（月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
　定年前早期退職
　特例措置
  （2～20％加算）

区　分

一般会計
の制度

（支給率等）
24.586875 33.27075 47.709 47.709

　定年前早期退職
　特例措置
  （2～20％加算）

通　勤　手　当 同　　　　じ

区　　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　養　手　当 同　　　　じ

住　居　手　当 同　　　　じ

区　　　　分
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左の財源
内訳

期　間 金　額 期　間 金　額 給水収益

 益田市水道事業量水
 器検針業務委託料

R4
限度額
に同じ

限度額
に同じ

左の財源
内訳

期　間 金　額 期　間 金　額
損益勘定
留保資金

 山陰本線益田駅構内
 辻の宮踏切下配水管
 改良工事の委託料

R4
限度額
に同じ

限度額
に同じ

左の財源
内訳

期　間 金　額 期　間 金　額 給水収益

 益田市水道事業量水
 器検針業務委託料

R5～R7
限度額
に同じ

限度額
に同じ

当該年度以降の
支 払 義 務 発 生
予 定 額

益田市水道事業量水器検針業務に要
する額（令和2年度から）

山陰本線益田駅構内辻の宮踏切下配
水管改良工事に要する額
（令和3年度から）

事　項 限度額

前年度末までの
支 払 義 務 発 生
（ 見 込 ） 額

当該年度以降の
支 払 義 務 発 生
予 定 額

益田市水道事業量水器検針業務に要
する額（令和5年度から）

事　項 限度額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　項 限度額

前年度末までの
支 払 義 務 発 生
（ 見 込 ） 額

当該年度以降の
支 払 義 務 発 生
予 定 額

前年度末までの
支 払 義 務 発 生
（ 見 込 ） 額
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（単位：千円 税抜）

1 固　定　資　産

(1) 21,662,421
△ 12,477,386

9,185,035
(2) 10,216

9,195,251

2 流　動　資　産
(1) 1,396,275
(2) 109,218

△ 633 108,585
(3) 24,047
(4) 0
(5) 100

1,529,007

10,724,258

3 固　定　負　債
(1)
ｲ 

2,642,245 2,642,245
(2)
ｲ 52,799 52,799

2,695,044

4 流　動　負　債
(1)
ｲ 

330,775 330,775
(2) 105,812
(3)
ｲ 19,239 19,239

(4) 17,953

473,779

5 繰　延　収　益
6,094,039

△ 3,778,909 2,315,130

2,315,130

5,483,953

6 資　 本 　金 3,522,477

7 剰　 余 　金
(1) 512,512
(2)
ｲ 0
ﾛ 276,221
ﾊ 844,197
ﾆ 84,898 1,205,316

1,717,828

5,240,305

10,724,258

令和４年度　益田市水道事業予定貸借対照表（当年度）
令和５年３月３１日

流 動 資 産 合 計

充てるための企業債

資　産　の　部

現 金 預 金
未 収 金

貯 蔵 品

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 累 計 額
有 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

前 払 金
そ の 他 流 動 資 産

利 益 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金

流 動 負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

資 産 合 計

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金
賞 与 等 引 当 金

減 債 積 立 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

負 債 資 本 合 計

引 当 金
修 繕 引 当 金

負 債 合 計

資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

資　本　の　部

当年度未処分利益剰余

企 業 債

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

貸 倒 引 当 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

建設改良費等の財源に

負　債　の　部
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注 記 表 
 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）資産の評価基準及び評価方法 

   ①たな卸資産の評価基準及び評価方法 
    貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法により算定） 
（２）固定資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産（リース資産を除く。） 
    （イ）減価償却の方法 定額法（ただし、量水器については、取替法による。） 
    （ロ）主な耐用年数 

建物 ２０年～６５年 
      構築物 １０年～６０年 

機械及び装置 ８年～３０年 
車両運搬具 ５年 

   工具器具及び備品 ５年～１５年 
②無形固定資産（リース資産を除く。） 

   （イ）減価償却の方法 定額法 
   （ロ）主な耐用年数 
     ソフトウェア ５年 

③リース資産 
    （イ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係る資産 
      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 
    （ロ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産 
      通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

（３）引当金の計上基準 
   ①貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上してい

る。 
   ②退職給付引当金 

職員の退職手当は、毎年の総合事務組合負担金を水道事業会計が負担し、積立金の不足等に

応じて発生する追加的費用は一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計

上していない。 
   ③賞与等引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業

年度末における支給見込額及び支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上して

いる。 
   ④修繕引当金 

改正前の地方公営企業会計基準による額を計上しており、引き続き従前の例により取り崩す

こととしている。 

-16-



（４）消費税等の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
 
２ 予定貸借対照表等に関する注記 
  企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が

負担すると見込まれる額は１，１９１，６５７千円である。 
 
３ セグメント情報に関する注記 
  単一セグメントのため、セグメントの記載を省略している。 
 
４ 減損損失に関する注記 

（１）減損損失について 
当年度において、以下の資産について、減損損失を認識した。 
用途 種類 所在地 

水道事業 土地 
多田町２１８番２・１０２２番２、左ヶ山町イ１３４３番２ 
水分町４２５番４、高津町イ２３５５番４８ 

減損損失を認識するにあたっては、事業用資産については、全体を１つとしてグルーピングし、

遊休資産については、個別資産ごとにグルーピングしている。上記資産は、遊休状態であり、回収

可能価額が帳簿価格を下回るため、減損損失を認識している。 
 
５ リース契約により使用する固定資産に関する注記 
 （１）所有権移転外ファイナンス・リース取引 
   未経過リース料相当額 
    １年内  ４，５０３千円 
    １年超 １３，５６４千円 
     計  １８，０６７千円 
 （２）オペレーティング・リース取引 

未経過リース料相当額 
    １年内  ３，７６７千円 
    １年超  ４，７３４千円 
     計   ８，５０１千円 
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（単位：千円　税抜）

1

(1) 876,562

(2) 31,669

(3) 17,460 925,691

2

(1) 198,757

(2) 66,874

(3) 117,095

(4) 31,669

(5) 61,631

(6) 61,648

(7) 445,965

(8) 14,647

(9) 2 998,288

72,597

3

(1) 301

(2) 60,403

(3) 109,375

(4) 683 170,762

4

(1) 54,409

(2) 1 54,410 116,352

43,755

5

(1) 1

(2) 194 195

6

(1) 631

(2) 0 631 △ 436

7 910 910 △ 910

42,409

0

42,409

令和３年度　益田市水道事業予定損益計算書（前年度）

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

配 水 費

給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

当年度未処分利益剰余金

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

予 備 費

そ の 他 特 別 損 失
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1 固　定　資　産

(1) 21,203,412
△ 12,029,973

9,173,439

(2) 10,215

9,183,654

2 流　動　資　産

(1) 1,508,444

(2) 93,680
△ 704 92,976

(3) 17,531

(4) 6,288
(5) 100

1,625,339

10,808,993

3 固　定　負　債

(1)
ｲ 

2,813,720 2,813,720

(2)
ｲ 52,799 52,799

2,866,519

4 流　動　負　債

(1)
ｲ 

352,535 352,535

(2) 94,777

(3)
ｲ 18,830 18,830

(4) 17,954

484,096

5 繰　延　収　益
6,029,835

△ 3,664,366 2,365,469

2,365,469

5,716,084

6 資　 本 　金 3,417,571

7 剰　 余 　金

(1) 512,512

(2)
ｲ 0
ﾛ 276,221
ﾊ 844,196
ﾆ 42,409 1,162,826

1,675,338

5,092,909

10,808,993

当年度未処分利益剰余金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 合 計

長 期 前 受 金

負 債 資 本 合 計

資　本　の　部

資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

未 収 金
貸 倒 引 当 金

賞 与 等 引 当 金
そ の 他 流 動 負 債

利 益 積 立 金

未 払 金

流 動 負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

減 価 償 却 累 計 額
有 形 固 定 資 産 合 計

引 当 金

固 定 資 産 合 計

前 払 金

流 動 資 産 合 計

令和３年度　益田市水道事業予定貸借対照表（前年度）
令和４年３月３１日

（単位：千円　税抜）
資　産　の　部

現 金 預 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債
引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

企 業 債

企 業 債

資 産 合 計

充 て る た め の 企 業 債

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産

建設改良費等の財源に

貯 蔵 品

負　債　の　部
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注 記 表 
 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）資産の評価基準及び評価方法 

   ①たな卸資産の評価基準及び評価方法 
    貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法により算定） 
（２）固定資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産（リース資産を除く。） 
    （イ）減価償却の方法 定額法（ただし、量水器については、取替法による。） 
    （ロ）主な耐用年数 

建物 ２０年～６５年 
      構築物 １０年～６０年 

機械及び装置 ８年～３０年 
車両運搬具 ５年 

   工具器具及び備品 ５年～１５年 
②無形固定資産（リース資産を除く。） 

   （イ）減価償却の方法 定額法 
   （ロ）主な耐用年数 
     ソフトウェア ５年 

③リース資産 
    （イ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係る資産 
      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 
    （ロ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産 
      通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

（３）引当金の計上基準 
   ①貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上してい

る。 
   ②退職給付引当金 

職員の退職手当は、毎年の総合事務組合負担金を水道事業会計が負担し、積立金の不足等に

応じて発生する追加的費用は一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計

上していない。 
   ③賞与等引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業

年度末における支給見込額及び支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上して

いる。 
   ④修繕引当金 

改正前の地方公営企業会計基準による額を計上しており、引き続き従前の例により取り崩す

こととしている。 
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（４）消費税等の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
 
２ 予定貸借対照表等に関する注記 
  企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が

負担すると見込まれる額は１，２８９，０８７千円である。 
 
３ セグメント情報に関する注記 
  単一セグメントのため、セグメントの記載を省略している。 
 
４ 減損損失に関する注記 

（１）減損の兆候について 
当年度において、以下の資産について、減損の兆候を認識した。 
用途 種類 所在地 

水道事業 土地 
多田町２１８番２・１０２２番２、左ヶ山町イ１３４３番２ 
水分町４２５番４ 

減損の兆候を認識するにあたっては、事業用資産については、全体を１つとしてグルーピングし、

遊休資産については、個別資産ごとにグルーピングしている。上記資産は、遊休状態であるため、

減損の兆候を認識しているが、回収可能価額が帳簿価格を上回るため、減損損失を認識していない。 
 
５ リース契約により使用する固定資産に関する注記 
 （１）所有権移転外ファイナンス・リース取引 
   未経過リース料相当額 
    １年内  ４，６２２千円 
    １年超 １８，０６７千円 
     計  ２２，６８９千円 
 （２）オペレーティング・リース取引 

未経過リース料相当額 
    １年内  ３，６０６千円 
    １年超  ６，６５３千円 
     計  １０，２５９千円 
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益田市水道事業会計

予算（補足）資料
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収益的収入 （単位：千円）

節 予定額

1 1,171,525

1 1,040,101

1 1,003,580

給水料金 1,003,580 13ｍｍ 407,165

20ｍｍ 318,978

25ｍｍ 58,615

40ｍｍ 74,009

50ｍｍ 85,280

75ｍｍ 53,301

100ｍｍ 6,232

2 20,500

受託工事収益 20,500 給水装置等受託工事代金収入

3 16,021

手数料 9,401 給水工事設計審査、工事検査手数料、督促手数料等

材料売却収益 1 材料売却収益

他会計負担金 6,619 消火栓維持修理負担金等

2 131,423

1 301

預金利息 300 預金利息収入

貸付金利息 1 貸付金利息収入

2 16,200

他会計補助金 16,200 企業債償還利息補助金等

3 1

消費税還付金 1 消費税及び地方消費税還付金

4 114,543

国県補助金 53,592

工事負担金 36,915

他会計負担金 8,852

受贈財産評価額 15,184

5 378

不用品売却収益 1 不用品売却収益

その他雑収益 377 占用料収入等

3 1

1 1

過年度損益修正益 1 過年度の修正利益

営業外収益

その他営業収益

雑収益

消費税還付金

受取利息及び配当金

過年度損益修正益

特別利益

長期前受金戻入

受託工事収益

給水収益

営業収益

他会計補助金

補助金等により取得した償却資産の当年度償却分を
収益化したもの

令和４年度　収益費用明細書

款 項 目 説　　　　明

水道事業収益
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収益的支出 （単位：千円）

節 予定額

1 1,091,964

1 1,018,749

1 212,675

給料 26,256 職員給料4人

任用職員給料5人

手当等 10,084 期末手当等

賞与等引当金繰入額 3,410 賞与引当金として計上するための繰入額

法定福利費 6,232 共済組合負担金､公務災害補償負担金等

総合事務組合負担金 2,967 退職手当負担金

旅費 571 担当者会議等旅費

報償費 29 業務協力者報償費

被服費 117 貸与被服費

備消品費 1,314 水質検査用消耗品等購入費

燃料費 1,445 非常用発電機他燃料費、公用車燃料費

光熱水費 1,344 水源地・送配水施設電灯料等

通信運搬費 8,759 専用回線使用料、水源地電話料等

委託料 37,202 水質検査及び電気工作物保安業務委託料等

手数料 205 水源地宿直クリーニング代

使用料 1,316 公用車使用料

賃借料 1,000 水源地施設借地料

修繕費 13,992 水源地施設維持修繕費

動力費 93,164 水源地・送配水施設電力料

薬品費 2,924 水質検査用試薬、滅菌用次亜塩素

材料費 308 水源施設修理用資材費

負担金 36 水源地ネットワーク機器等保守に係る負担金

2 配水費 73,302

給料 15,600 職員給料4人

手当等 6,017 期末手当等

賞与等引当金繰入額 2,455 賞与引当金として計上するための繰入額

法定福利費 4,569 共済組合負担金、公務災害補償負担金等

総合事務組合負担金 2,653 退職手当負担金

旅費 16 担当者会議等旅費

被服費 52 貸与被服費

燃料費 82 公用車燃料費

委託料 8,510 漏水調査及び配水管修理委託料等

使用料 206 事務機器等使用料

賃借料 1,359 送水・配水施設用地借地料

修繕費 26,730 配水管等修繕費

路面復旧費 4,556 漏水補修等に係る路面復旧費

材料費 497 配水管修理用資材代

款 項 目 説　　　　明

水道事業費用

営業費用

原水及び浄水費
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節 予定額款 項 目 説　　　　明

3 給水費 119,099

給料 22,514 職員給料5人

手当等 8,377 期末手当等

賞与等引当金繰入額 3,548 賞与引当金として計上するための繰入額

法定福利費 6,766 共済組合負担金､公務災害補償負担金等

総合事務組合負担金 3,828 退職手当負担金

被服費 59 貸与被服費

備消品費 223 修繕用工具、事務消耗品代等

燃料費 366 公用車燃料費

通信運搬費 306 電話料及び郵券料等

委託料 24,191 量水器取替委託、給水装置修繕業務待機委託料

使用料 2,589 公用車使用料

修繕費 46,189 取替量水器払出額、給水管修繕費

材料費 143 給水管修理用資材費

4 受託工事費 22,550

工事請負費 22,550 受託工事請負費

5 業務費 72,992

給料 17,838 職員給料5人

手当等 6,633 期末手当等

賞与等引当金繰入額 2,816 賞与引当金として計上するための繰入額

法定福利費 5,292 共済組合負担金､公務災害補償負担金等

総合事務組合負担金 3,034 退職手当負担金

被服費 33 貸与被服費

備消品費 549 事務用消耗品代等

燃料費 321 公用車燃料費

印刷製本費 2,198 水道料金等納入通知書兼領収書等印刷代

通信運搬費 3,744 納付書発送郵券料及び電話料等

委託料 25,574 検針業務及び金融機関取扱委託料等

使用料 4,960 公用車及び事務機器等使用料

6 総係費 53,656

給料 22,181 職員給料5人

手当等 7,283 期末手当等

賞与等引当金繰入額 3,462 賞与引当金として計上するための繰入額

法定福利費 6,318 共済組合負担金、公務災害補償負担金等

総合事務組合負担金 3,771 退職手当負担金

旅費 458 日水協県支部役員会、諸会議等旅費

被服費 32 貸与被服費

備消品費 1,037 事務用消耗品、法規追録代等

印刷製本費 1,119 予算、広報誌、その他諸用紙印刷代

通信運搬費 156 電話料及び郵券料等
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節 予定額款 項 目 説　　　　明

委託料 584 会計システム保守委託料等

手数料 19 公用車車検手数料等

使用料 1,116 事務機器等使用料

修繕費 165 事務器具等修理代

厚生費 598 健康診断料等

交際費 10 管理者交際費

負担金 2,659 庁舎管理負担金、日本水道協会負担金等

保険料 2,036 公用車保険料及び建物等損害共済金

公課費 19 軽油引取税等

貸倒引当金繰入額 633 貸倒引当金として計上するための繰入額

7 減価償却費 447,413

有形固定資産
減価償却費

447,413 有形固定資産減価償却費

8 資産減耗費 17,060

固定資産除却費 17,000 固定資産除却費

たな卸資産減耗費 60 たな卸に伴う貯蔵品の減耗費

9 その他営業費用 2

材料売却原価 1 材料売却原価

その他営業費用 1 その他営業費用

2 営業外費用 71,984

1 48,332

企業債利息 48,332 地方公共団体金融機構等利息

2 消費税 23,651

消費税 23,651 消費税及び地方消費税納付額

3 雑支出 1

その他雑支出 1 その他雑支出

3 特別損失 231

1 過年度損益修正損 231

過年度損益修正損 231 過年度の修正損失

4 1,000

1 予備費 1,000

予備費 1,000

支払利息及び企業債取
扱諸費

予備費
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資本的収入 （単位：千円）

節 予定額

1 335,090

1 159,300

1 企業債 159,300

企業債 159,300 水道事業債

2 15,900

1 15,900

国庫補助金 15,900 水道施設等耐震化事業交付金

3 50,362

1 50,362

工事負担金 32,740 移設補償金等工事負担金

加入者分担金 17,622 加入者分担金

4 他会計負担金 4,620

1 他会計負担金 4,620

他会計負担金 4,620 消火栓設置等負担金

5 他会計出資金 104,906

1 他会計出資金 104,906

他会計出資金 104,906 石見空港整備関連事業債元金償還分 548

一般建設改良事業債元金償還分 1,191

小野簡易等水道拡張事業債元金償還分 40,462

上平原飲料水供給施設事業債元金償還分 302

飲料水供給事業既存施設元金償還分 8,432

統合水道事業債元金償還分 2,584

白岩統合整備事業債元金償還分 1,509

工業団地関係起債元金償還分 3,830

美都匹見簡水事業債元金償還分 46,048

6 基金運用収入 1

1 基金運用収入 1

受取利息及び配当金 1 庁舎建設基金運用利息

7 固定資産売却代金 1

1 固定資産売却代金 1

固定資産売却代金 1 固定資産売却代金

工事負担金

項

国庫支出金

工事負担金

資本的収入

令和４年度　資本的収入及び支出明細書

款 目

国庫補助金

説　　　　明

企業債
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資本的支出 （単位：千円）

節 予定額

1 861,045

1 508,274

1 配水施設改良費 506,004

給料 22,445 職員給料5人

手当等 11,413 期末手当等

法定福利費 7,528 共済組合負担金、公務災害補償負担金等

総合事務組合負担金 3,816 退職手当負担金

旅費 57 占用調整会議等旅費

被服費 64 貸与被服費

備消品費 99 事務用消耗品代等

燃料費 132 公用車燃料費

委託料 121,099 設計業務委託料等

使用料 388 公用車使用料

工事請負費 335,196 送水施設工事 143,576

配水施設工事 170,786

配水施設移設補償等工事 20,834

負担金 3,750 工事負担金

保険料 17 公用車保険料

2 営業設備費 2,270

量水器払出額 399 新設量水器払出額

機械器具購入費 1,870 機械器具購入費

材料払出額 1 新設材料払出額

2 企業債償還金 352,535

1 企業債償還金 352,535

建設改良の為の企業債
償還金

352,535 地方公共団体金融機構等償還元金

3 基金積立金 1

1 基金積立金 1

基金積立金 1 庁舎建設基金運用利息積立金

4 国庫補助金返還金 235

1 国庫補助金返還金 235

国庫補助金返還金 235 国庫補助金に係る消費税分相当額返還金

説　　　　明

資本的支出

項

建設改良費

款 目
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 水道事業収益 906,847

1 営 業 収 益 855,961 主たる営業活動から生じる収益

1 給 水 収 益 819,786 水道料金及び量水器使用料

2 受 託 工 事 収 益 20,500
給水装置等の受託工事及び修繕工事に
よる収益

3 その他営業収益 15,675 給水収益、受託工事収益以外の収益

2 営 業 外 収 益 50,885 主たる営業活動以外から生じる収益

1 受 取 利 息 及 び
配 当 金

301 預金利息

2 他 会 計 補 助 金 1,939 一般会計等補助金

3 消 費 税 還 付 金 1 消費税還付金

4 長期前受金戻入 48,288
補助金等により取得した償却資産の当年
度減価償却分を収益化したもの

5 雑 収 益 356 営業外収益で発生する雑収益

3 特 別 利 益 1 本年度の経常的収益から除外すべき利益

1 過 年 度 損 益
修 正 益

1
過年度の損益の修正で利益の性質を有
するもの

令和４年度　　水道事業（上水道事業）

収益的収入及び支出

款 項 目
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 水道事業費用 697,198

1 営 業 費 用 649,940 主たる営業活動から生じる費用

1 原水及び浄水費 118,454
取水、浄水、送水設備の維持管理に要す
る費用

2 配 水 費 59,394
配水池、配水管、その他浄水の配水に係
る設備の維持管理に要する費用

3 給 水 費 90,337
給水管及び給水装置並びに附属する量
水器の維持管理に要する費用

4 受 託 工 事 費 22,550
給水装置の新設及び修繕等の受託工事
に要する費用

5 業 務 費 57,870
料金の調定、集金及び検針その他に要す
る費用

6 総 係 費 51,854 事業活動の全般に関する費用

7 減 価 償 却 費 237,429 資産の減価償却に要する費用

8 資 産 減 耗 費 12,050 資産減耗に要する費用

9 その他営業費用 2 その他営業活動上の費用

2 営 業 外 費 用 46,227 主たる営業活動以外から生じる費用

1 支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

22,575 企業債に対する利息

2 消 費 税 23,651 納付消費税

3 雑 支 出 1 その他雑支出

3 特 別 損 失 231 本年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過 年 度 損 益
修 正 損

231
過年度の損益の修正で損失の性質を有
するもの

4 予 備 費 800

1 予 備 費 800

款 項 目
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 収 入 117,353

1 企 業 債 47,500

1 企 業 債 47,500 水道事業債

2 国 庫 支 出 金 15,900

1 国 庫 補 助 金 15,900 水道施設等耐震化事業交付金

3 工 事 負 担 金 46,722

1 工 事 負 担 金 46,722
他工事に伴う移設補償金及び加入者分
担金

4 他会計負担金 3,795

1 他 会 計 負 担 金 3,795 消火栓設置等負担金

5 他会計出資金 3,434

1 他 会 計 出 資 金 3,434 事業に伴う起債償還元金受入額

6 基金運用収入 1

1 基 金 運 用 収 入 1 基金運用利息

7 1

1 固定資産売却代金 1 固定資産売却代金

資本的収入及び支出

款 項 目

令和４年度　　水道事業（上水道事業）

固 定 資 産
売 却 代 金
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 支 出 569,859

1 建 設 改 良 費 385,121

1 配水施設改良費 383,216 配水施設改良等に要する費用

2 営 業 設 備 費 1,905
量水器払出額及び営業に要する機械器
具等の購入費

2 企業債償還金 184,502

1 企 業 債 償 還 金 184,502
政府債、地方公共団体金融機構債の償
還元金

3 基 金 積 立 金 1

1 基 金 積 立 金 1 基金運用利息積立金

4 235

1 国庫補助金返還金 235
国庫補助金に係る消費税分相当額返還
金

国 庫 補 助 金
返 還 金

款 項 目
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 水道事業収益 161,262

1 営 業 収 益 116,860 主たる営業活動から生じる収益

1 給 水 収 益 116,567 水道料金及び量水器使用料

2 受 託 工 事 収 益 0
給水装置等の受託工事及び修繕工事に
よる収益

3 その他営業収益 293 給水収益、受託工事収益以外の収益

2 営 業 外 収 益 44,402 主たる営業活動以外から生じる収益

1 受 取 利 息 及 び
配 当 金

0 預金利息

2 他 会 計 補 助 金 8,534 一般会計等補助金

3 消 費 税 還 付 金 0 消費税還付金

4 長期前受金戻入 35,847
補助金等により取得した償却資産の当年
度減価償却分を収益化したもの

5 雑 収 益 21 営業外収益で発生する雑収益

3 特 別 利 益 0 本年度の経常的収益から除外すべき利益

1 過 年 度 損 益
修 正 益

0
過年度の損益の修正で利益の性質を有
するもの

令和４年度　　旧小野・白岩・久々茂簡易水道事業

収益的収入及び支出

款 項 目
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 水道事業費用 185,149

1 営 業 費 用 169,478 主たる営業活動から生じる費用

1 原水及び浄水費 24,500
取水、浄水、送水設備の維持管理に要す
る費用

2 配 水 費 12,048
配水池、配水管、その他浄水の配水に係
る設備の維持管理に要する費用

3 給 水 費 15,901
給水管及び給水装置並びに附属する量
水器の維持管理に要する費用

4 受 託 工 事 費 0
給水装置の新設及び修繕等の受託工事
に要する費用

5 業 務 費 11,729
料金の調定、集金及び検針その他に要す
る費用

6 総 係 費 1,033 事業活動の全般に関する費用

7 減 価 償 却 費 100,257 資産の減価償却に要する費用

8 資 産 減 耗 費 4,010 資産減耗に要する費用

9 その他営業費用 0 その他営業活動上の費用

2 営 業 外 費 用 15,471 主たる営業活動以外から生じる費用

1 支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

15,471 企業債に対する利息

2 消 費 税 0 納付消費税

3 雑 支 出 0 その他雑支出

3 特 別 損 失 0 本年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過 年 度 損 益
修 正 損

0
過年度の損益の修正で損失の性質を有
するもの

4 予 備 費 200

1 予 備 費 200

款 項 目
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 収 入 104,470

1 企 業 債 54,300

1 企 業 債 54,300 水道事業債

2 国 庫 支 出 金 0

1 国 庫 補 助 金 0 水道施設等耐震化事業交付金

3 工 事 負 担 金 3,178

1 工 事 負 担 金 3,178
他工事に伴う移設補償金及び加入者分
担金

4 他会計負担金 0

1 他 会 計 負 担 金 0 消火栓設置等負担金

5 他会計出資金 46,992

1 他 会 計 出 資 金 46,992 事業に伴う起債償還元金受入額

6 基金運用収入 0

1 基 金 運 用 収 入 0 基金運用利息

7 0

1 固定資産売却代金 0 固定資産売却代金

資本的収入及び支出

款 項 目

令和４年度　　旧小野・白岩・久々茂簡易水道事業

固 定 資 産
売 却 代 金
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 支 出 137,209

1 建 設 改 良 費 59,625

1 配水施設改良費 59,491 配水施設改良等に要する費用

2 営 業 設 備 費 134
量水器払出額及び営業に要する機械器
具等の購入費

2 企業債償還金 77,584

1 企 業 債 償 還 金 77,584
政府債、地方公共団体金融機構債の償
還元金

3 基 金 積 立 金 0

1 基 金 積 立 金 0 基金運用利息積立金

4 0

1 国庫補助金返還金 0
国庫補助金に係る消費税分相当額返還
金

款 項 目

国 庫 補 助 金
返 還 金
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 水道事業収益 11,395

1 営 業 収 益 6,601 主たる営業活動から生じる収益

1 給 水 収 益 6,594 水道料金及び量水器使用料

2 受 託 工 事 収 益 0
給水装置等の受託工事及び修繕工事に
よる収益

3 その他営業収益 7 給水収益、受託工事収益以外の収益

2 営 業 外 収 益 4,794 主たる営業活動以外から生じる収益

1 受 取 利 息 及 び
配 当 金

0 預金利息

2 他 会 計 補 助 金 1,409 一般会計等補助金

3 消 費 税 還 付 金 0 消費税還付金

4 長期前受金戻入 3,384
補助金等により取得した償却資産の当年
度減価償却分を収益化したもの

5 雑 収 益 1 営業外収益で発生する雑収益

3 特 別 利 益 0 本年度の経常的収益から除外すべき利益

1 過 年 度 損 益
修 正 益

0
過年度の損益の修正で利益の性質を有
するもの

令和４年度　　旧飲料水供給事業（北河内・上の谷・赤雁・宇治・金山・安床地区）

収益的収入及び支出

款 項 目
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 水道事業費用 20,937

1 営 業 費 用 19,520 主たる営業活動から生じる費用

1 原水及び浄水費 8,858
取水、浄水、送水設備の維持管理に要す
る費用

2 配 水 費 82
配水池、配水管、その他浄水の配水に係
る設備の維持管理に要する費用

3 給 水 費 189
給水管及び給水装置並びに附属する量
水器の維持管理に要する費用

4 受 託 工 事 費 0
給水装置の新設及び修繕等の受託工事
に要する費用

5 業 務 費 337
料金の調定、集金及び検針その他に要す
る費用

6 総 係 費 57 事業活動の全般に関する費用

7 減 価 償 却 費 9,997 資産の減価償却に要する費用

8 資 産 減 耗 費 0 資産減耗に要する費用

9 その他営業費用 0 その他営業活動上の費用

2 営 業 外 費 用 1,417 主たる営業活動以外から生じる費用

1 支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

1,417 企業債に対する利息

2 消 費 税 0 納付消費税

3 雑 支 出 0 その他雑支出

3 特 別 損 失 0 本年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過 年 度 損 益
修 正 損

0
過年度の損益の修正で損失の性質を有
するもの

4 予 備 費 0

1 予 備 費 0

款 項 目
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 収 入 11,386

1 企 業 債 2,800

1 企 業 債 2,800 水道事業債

2 国 庫 支 出 金 0

1 国 庫 補 助 金 0 水道施設等耐震化事業交付金

3 工 事 負 担 金 154

1 工 事 負 担 金 154
他工事に伴う移設補償金及び加入者分
担金

4 他会計負担金 0

1 他 会 計 負 担 金 0 消火栓設置等負担金

5 他会計出資金 8,432

1 他 会 計 出 資 金 8,432 事業に伴う起債償還元金受入額

6 基金運用収入 0

1 基 金 運 用 収 入 0 基金運用利息

7 0

1 固定資産売却代金 0 固定資産売却代金

資本的収入及び支出

款 項 目

令和４年度　　旧飲料水供給事業（北河内・上の谷・赤雁・宇治・金山・安床地区）

固 定 資 産
売 却 代 金
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 支 出 12,073

1 建 設 改 良 費 3,546

1 配水施設改良費 3,542 配水施設改良等に要する費用

2 営 業 設 備 費 4 量水器払出に要する経費

2 企業債償還金 8,527

1 企 業 債 償 還 金 8,527
政府債、地方公共団体金融機構債の償
還元金

3 基 金 積 立 金 0

1 基 金 積 立 金 0 基金運用利息積立金

4 0

1 国庫補助金返還金 0
国庫補助金に係る消費税分相当額返還
金

款 項 目

国 庫 補 助 金
返 還 金
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 水道事業収益 8,398

1 営 業 収 益 1,603 主たる営業活動から生じる収益

1 給 水 収 益 1,603 水道料金及び量水器使用料

2 受 託 工 事 収 益 0
給水装置等の受託工事及び修繕工事に
よる収益

3 その他営業収益 0 給水収益、受託工事収益以外の収益

2 営 業 外 収 益 6,795 主たる営業活動以外から生じる収益

1 受 取 利 息 及 び
配 当 金

0 預金利息

2 他 会 計 補 助 金 1 一般会計等補助金

3 消 費 税 還 付 金 0 消費税還付金

4 長期前受金戻入 6,794
補助金等により取得した償却資産の当年
度減価償却分を収益化したもの

5 雑 収 益 0 営業外収益で発生する雑収益

3 特 別 利 益 0 本年度の経常的収益から除外すべき利益

1 過 年 度 損 益
修 正 益

0
過年度の損益の修正で利益の性質を有
するもの

令和４年度　　乙子・山折地区水道事業

収益的収入及び支出

款 項 目
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 水道事業費用 24,714

1 営 業 費 用 24,714 主たる営業活動から生じる費用

1 原水及び浄水費 7,134
取水、浄水、送水設備の維持管理に要す
る費用

2 配 水 費 0
配水池、配水管、その他浄水の配水に係
る設備の維持管理に要する費用

3 給 水 費 21
給水管及び給水装置並びに附属する量
水器の維持管理に要する費用

4 受 託 工 事 費 0
給水装置の新設及び修繕等の受託工事
に要する費用

5 業 務 費 97
料金の調定、集金及び検針その他に要す
る費用

6 総 係 費 36 事業活動の全般に関する費用

7 減 価 償 却 費 17,426 資産の減価償却に要する費用

8 資 産 減 耗 費 0 資産減耗に要する費用

9 その他営業費用 0 その他営業活動上の費用

2 営 業 外 費 用 0 主たる営業活動以外から生じる費用

1 支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

0 企業債に対する利息

2 消 費 税 0 納付消費税

3 雑 支 出 0 その他雑支出

3 特 別 損 失 0 本年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過 年 度 損 益
修 正 損

0
過年度の損益の修正で損失の性質を有
するもの

4 予 備 費 0

1 予 備 費 0

款 項 目
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 収 入 0

1 企 業 債 0

1 企 業 債 0 水道事業債

2 国 庫 支 出 金 0

1 国 庫 補 助 金 0 水道施設等耐震化事業交付金

3 工 事 負 担 金 0

1 工 事 負 担 金 0
他工事に伴う移設補償金及び加入者分
担金

4 他会計負担金 0

1 他 会 計 負 担 金 0 消火栓設置等負担金

5 他会計出資金 0

1 他 会 計 出 資 金 0 事業に伴う起債償還元金受入額

6 基金運用収入 0

1 基 金 運 用 収 入 0 基金運用利息

7 0

1 固定資産売却代金 0 固定資産売却代金

資本的収入及び支出

款 項 目

令和４年度　　乙子・山折地区水道事業

固 定 資 産
売 却 代 金

-44-



支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 支 出 1,591

1 建 設 改 良 費 1,591

1 配水施設改良費 1,591 配水施設改良等に要する費用

2 営 業 設 備 費 0
量水器払出額及び営業に要する機械器
具等の購入費

2 企業債償還金 0

1 企 業 債 償 還 金 0
政府債、地方公共団体金融機構債の償
還元金

3 基 金 積 立 金 0

1 基 金 積 立 金 0 基金運用利息積立金

4 0

1 国庫補助金返還金 0
国庫補助金に係る消費税分相当額返還
金

款 項 目

国 庫 補 助 金
返 還 金
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 水道事業収益 83,623

1 営 業 収 益 59,076 主たる営業活動から生じる収益

1 給 水 収 益 59,030 水道料金及び量水器使用料

2 受 託 工 事 収 益 0
給水装置等の受託工事及び修繕工事に
よる収益

3 その他営業収益 46 給水収益、受託工事収益以外の収益

2 営 業 外 収 益 24,547 主たる営業活動以外から生じる収益

1 受 取 利 息 及 び
配 当 金

0 預金利息

2 他 会 計 補 助 金 4,317 一般会計等補助金

3 消 費 税 還 付 金 0 消費税還付金

4 長期前受金戻入 20,230
補助金等により取得した償却資産の当年
度減価償却分を収益化したもの

5 雑 収 益 0 営業外収益で発生する雑収益

3 特 別 利 益 0 本年度の経常的収益から除外すべき利益

1 過 年 度 損 益
修 正 益

0
過年度の損益の修正で利益の性質を有
するもの

令和４年度　　旧美都・匹見簡易水道事業

収益的収入及び支出

款 項 目
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 水道事業費用 163,966

1 営 業 費 用 155,097 主たる営業活動から生じる費用

1 原水及び浄水費 53,729
取水、浄水、送水設備の維持管理に要す
る費用

2 配 水 費 1,778
配水池、配水管、その他浄水の配水に係
る設備の維持管理に要する費用

3 給 水 費 12,651
給水管及び給水装置並びに附属する量
水器の維持管理に要する費用

4 受 託 工 事 費 0
給水装置の新設及び修繕等の受託工事
に要する費用

5 業 務 費 2,959
料金の調定、集金及び検針その他に要す
る費用

6 総 係 費 676 事業活動の全般に関する費用

7 減 価 償 却 費 82,304 資産の減価償却に要する費用

8 資 産 減 耗 費 1,000 資産減耗に要する費用

9 その他営業費用 0 その他営業活動上の費用

2 営 業 外 費 用 8,869 主たる営業活動以外から生じる費用

1 支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

8,869 企業債に対する利息

2 消 費 税 0 納付消費税

3 雑 支 出 0 その他雑支出

3 特 別 損 失 0 本年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過 年 度 損 益
修 正 損

0
過年度の損益の修正で損失の性質を有
するもの

4 予 備 費 0

1 予 備 費 0

款 項 目
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 収 入 101,881

1 企 業 債 54,700

1 企 業 債 54,700 水道事業債

2 国 庫 支 出 金 0

1 国 庫 補 助 金 0 水道施設等耐震化事業交付金

3 工 事 負 担 金 308

1 工 事 負 担 金 308
他工事に伴う移設補償金及び加入者分
担金

4 他会計負担金 825

1 他 会 計 負 担 金 825 消火栓設置等負担金

5 他会計出資金 46,048

1 他 会 計 出 資 金 46,048 事業に伴う起債償還元金受入額

6 基金運用収入 0

1 基 金 運 用 収 入 0 基金運用利息

7 0

1 固定資産売却代金 0 固定資産売却代金

固 定 資 産
売 却 代 金

令和４年度　　旧美都・匹見簡易水道事業

資本的収入及び支出

款 項 目
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 支 出 140,313

1 建 設 改 良 費 58,391

1 配水施設改良費 58,164 配水施設改良等に要する費用

2 営 業 設 備 費 227 量水器払出に要する経費

2 企業債償還金 81,922

1 企 業 債 償 還 金 81,922
政府債、地方公共団体金融機構債の償
還元金

3 基 金 積 立 金 0

1 基 金 積 立 金 0 基金運用利息積立金

4 0

1 国庫補助金返還金 0
国庫補助金に係る消費税分相当額返還
金

款 項 目

国 庫 補 助 金
返 還 金
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